
施策評価シート（令和元年度　実績）

Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３

1 1,849 適当・要改善

2 2,180 良好・維持

3 1,299 適当・維持

4 1,744 適当・維持

5 753 良好・維持

6 9,028 良好・維持

7 8,440 良好・維持

8 34,298 良好・維持

9 18,094 適当・維持

10 2,400 適当・維持

11 1,204 適当・維持

12 7,774 適当・維持

13 3,303 適当・維持

14 19,393 適当・維持

15 1,974 適当・維持

16 3,953 適当・維持

17 31,374 良好・維持

18 4,904 適当・維持

19 2,879 適当・維持

20 1,706 適当・維持

21 2,916 適当・維持

22 31,342 適当・維持

23 19,034 適当・維持

24 7,406 適当・維持

25 243 適当・維持

26 14,961 適当・維持

27 3,375 適当・維持

28 4,568 適当・維持

29 10,976 適当・維持

30 6,631 良好・維持

31 6,872 良好・維持

32 25,349 良好・維持

33 2,704 適当・維持

34 4,743 適当・統廃合

35 62,830 適当・維持

老人憩いの家維持管理経費

児童館維持管理経費

防災コミュニティーセンター管理事業

保健センター管理運営経費  

百合が丘保育園維持管理経費  

子育てサロン及び一時預かり運営事業  

高齢者福祉施設等関係経費  

サービスプラザ管理運営事業

ウッドチップセンター運営事業  

交通安全対策事業

町民センター維持管理経費

耐震診断等事業

防災訓練・自主防災組織育成事業

防災施設維持管理経費

防災対策経費

災害時応急救護所運営事業

公共施設再配置

公共施設予約システム運用事業

庁舎維持管理経費

財産管理経費

庁用車管理経費

一般経費（各種管理責任者講習）

No. 関連する予算等事業名
トータルコスト（千円） 庁内評価（２次評価）

火災予防活動経費

まちづくりの方向性 交通環境と防災対策の向上

重点的方針 3-2 自然災害に対する防災・減災対策の充実

概要

　近年全国的に多発している大規模な自然災害の未然防止と被害軽減のため、公共施設や住宅などの防災機能の向

上や地域における防災対策の充実を図ります。

　今後も利用し続ける公共施設については耐震化等の対策を推進します。一般住宅等については、震災等の被害を軽

減するため、耐震改修等に対する助成を継続します。

　また、発災時においては町民一人ひとりの日頃の備えや、身近な地域での助け合いが被害軽減につながることから、自助

に関する情報提供や地域における共助の仕組みづくりを促進し、自助・共助・公助のバランスのとれた防災力・減災力の向

上を図ります。

消防職員教育推進事業（一般経費）

防犯対策事業

応急手当普及活動経費

警防活動経費

緊急消防援助隊活動経費

救急救助活動経費

消防車両管理経費

消防・救急車両更新事業

消防団運営経費

分団消防車両管理経費

分団施設維持管理経費

消防庁舎維持管理経費
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36 19,278 適当・維持

37 55,145 良好・維持

38 1,416 適当・維持

39 85,469 適当・維持

40 7,774 適当・維持

41 1,204 適当・維持

42 5,460 良好・維持

43 3,542 良好・維持

44 4,827 良好・維持

45 5,323 良好・維持

46 5,017 良好・維持

47 3,503 良好・維持

48 5,579 良好・維持

49 5,041 良好・維持

50 4,815 良好・維持

51 3,113 良好・維持

52 84,945 良好・維持

53 35,879 良好・維持

54 63,511 適当・維持

55 4,387 適当・維持

56 727 適当・維持

57 1,338 適当・維持

58 11,300 適当・維持

59 14,602 適当・維持

60 10,353 適当・維持

61 66,021 適当・要改善

62 16,465 適当・維持

888,533 0 0

高い 低い

5 4 3 2 1

□ ■ □ □ □

□ ■ □ □ □

□ ■ □ □ □

■ □ □ □ □時代即応性

合計

成果（○）

課題等（●）

○防災行政無線の改修整備

○ＢＣＰの改訂・地区防災計画の策定

〇車輛等の計画的な整備、一定レベルの職員の研修等の派遣や訓練、他の市町よりも高い消防団員の充足率

　を保つことで災害対応に備えている。

●風水害対策における浸水ハザード、今後の土砂災害及び津波ハザードの住民周知

●多重災害に備える避難所運営見直し

●社会状況に対応した消防業務実施方法の検討（特に火災予防事業）

分析

分析の視点

妥当性

有効性

効率性

新庁舎整備事業

二宮西中学校教育施設整備事業  

学校給食施設管理運営経費  

図書館運営事業  

生涯学習センター管理運営事業  

ふたみ記念館管理運営経費  

テニスコート施設管理運営事業  

武道館施設管理運営事業  

町立体育館施設管理運営事業  

町民運動場施設管理運営事業  

山西プール施設管理運営事業  

町民温水プール施設管理運営事業  

二宮中学校教育施設整備事業  

公園等維持管理運営経費  

消防庁舎維持管理経費  

分団施設維持管理経費  

二宮小学校施設管理運営経費  

一色小学校施設管理運営経費  

山西小学校施設管理運営経費  

二宮小学校教育施設整備事業  

一色小学校教育施設整備事業  

山西小学校教育施設整備事業  

二宮中学校施設管理運営経費  

二宮西中学校施設管理運営経費  

観光施設維持管理事業  

環境衛生センター維持管理経費  

ごみ積替施設運営事業  

0
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4
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0
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継続推進

・　今後も防災情報等を有効的に伝達するとともに、時代に合った新たな情報伝達方法についても検討す

る。

・　災害時のスムーズな避難体制づくりのため、風水害対策における浸水ハザード、土砂災害及び津波ハ

ザードについて適切な情報周知を行う。

・　災害時の早期復旧が可能となるよう、各種計画に基づく災害体制を構築し災害に備えるとともに、新型コ

ロナウイルス等も含めた多重災害の発生も想定した避難所運営の見直しを行う。

※1次評価　「Ａ：十分な成果があった」「Ｂ：一定の成果があった」「Ｃ：あまり成果がなかった」「Ｄ：成果が得られなかった」

総合評価（評価・理由等）

Ｂ：一定の成果があった

　防災行政無線の改修整備により、一部難聴地域の受信状況の改善につながり防災情報等の伝達機能

の向上につながった。　さらなる難聴地域の解消にむけ、スマートフォンのアプリやＳＮＳの活用など様々な検

討を行い、従来の無線放送に加え、難聴地域対策やデジタル化の時代に合った多様な情報伝達方法が必

要である。

　BCPや地区防災計画の策定、改訂を自ら行うことで町職員や地域自主防災組織の防災意識の向上の

一助となっている。

　高規格救急自動車の更新、災害を予測した共同消防指令センタ－との連携を図った風水害対応

訓練の実施、消防学校救助科への職員派遣等により、一定の消防力の向上に努めた。

※　町の最終方針　「継続推進」「一部改善」「抜本的見直し」

町の最終方針（今後の方向性）
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